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令和８年９月２日 

保健福祉政策部  

生 活 福 祉 課 

 

民生委員児童委員の活動費について 

 

１ 主旨 

東京都から、地域課題の複雑化や連絡手段の多様化等に対応するため、活動費を増額す

ることが示された。区においても委員が安定的に活動できる環境を整備するため、都の増

額に合わせて活動費を見直す。 

 

２ 背景及び経過 

少子高齢化の進行や単身高齢者の増加、ひきこもり、生活困窮、児童虐待等により、地

域課題は複雑化・複合化しており、民生委員児童委員に求められる役割は、見守り活動に

加え、専門機関との連携や継続的な相談支援など、より高度かつ多岐にわたるものとなっ

ている。 

また、委員活動においては、区との情報共有や関係機関との連絡調整において通信手段

の活用が不可欠となっており、通信費等の個人負担の増加が課題となっている。加えて、

複雑・複合する相談内容に対応するため、研修への参加等の必要性も高まっている。 

区ではこれまでも活動費の増額や欠員地区担当への活動費支給などにより、環境整備に

努めてきたが、令和８年度から東京都の活動費（東京都負担分）が増額されることを踏ま

え、委員の活動実態や負担の状況を勘案し、活動費の見直しを行うこととした。 

 

３ 活動費の見直し 

（１）見直しの考え方 

   今回、東京都は、全ての単価区分について一律 20,000 円の増額を行うこととしており、

増額前の「一般」区分の単価は 10,000 円である。 

一方、今回の増額前における区の「一般」区分の単価は 12,500 円である。これは令和

元年度から担当世帯数や高齢者人口の増加に伴う活動実績の増加を踏まえ、区独自に全

区分2,500円を上乗せし、東京都に先行して活動費の見直しを実施してきたためである。 

 

しかしながら、近年はオンライン端末の利用拡大に伴う通信費や電話料金に加え、マス

クや熱中症対策用品など訪問活動に要する実費も増加している。このため、「一般」区分

の単価を 12,500 円から都と同額の 30,000 円へ引き上げるとともに、これを基準として

全ての区分について一律 17,500 円を増額する。 

 

  ※想定される実費の例 

  ・交通費 
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・通信費・電話代（オンライン研修の受講、資料の閲覧・共有、守秘義務の順守や個人

情報保護の観点からの活動専用電話の利用等） 

・研修・自己研鑽費（研修受講料、資格取得に要する費用等） 

・安全対策費（熱中症対策用品、防寒対策用品等） 

・衛生用品費（マスク、除菌ウェットティッシュ等） 

・その他（個人情報の適切な管理に必要な用品等） 

 

（２）活動費の見直し内容 

 民生委員１人あたり月額 参考【東京都】 

役職 令和 7年度 令和 8年度 増額 令和 7年度 令和 8年度 増額 

会長 21,500 円 39,000 円  

 

17,500

円 

 

16,300 円 36,300 円  

 

20,000

円 

副会長 
（地域会長） 

16,500 円 34,000 円 10,400 円 30,400 円 

地区会長 14,500 円 32,000 円 10,400 円 30,400 円 

地区副会長 

正副部会長 
13,500 円 31,000 円 10,000 円 30,000 円 

一般 12,500 円 30,000 円 10,000 円 30,000 円 

 

（３）実施時期 

  令和８年４月１日から 

  ※活動費は従前から実費弁償として支給しているため、所得税法上、非課税の取扱いと

なっている。今回の増額に当たり、都が東京国税局に所得税の取扱いを照会していたこ

とから、増額分の支払いを一時留保していたが、令和 8年 7月に引き続き非課税として

取り扱う旨の通知があったため、4月から 9月分までの増額相当額については、10 月末

に臨時支給する。 

   

４ 必要経費 ※第３回定例会において補正予算を提案する。 

歳出：１３７,３４０千円 

歳入：１４１,０００千円  

都負担金(民生委員・児童委員及び民生委員協議会に関する経費の負担金) 

 

５ スケジュール（予定） 

  令和８年９月  令和８年第３回区議会定例会に補正予算案提案 

     １０月  ４月～９月増額分支払い 

１２月  改定金額で第３四半期分支払い 


